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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリオール、化学発泡剤、触媒、安定剤および、ノルボルネンジイソシアネートおよび
／またはその誘導体を５０重量％以上含むポリイシアネート、とからウエットセット（５
０℃、相対湿度９５％の条件下で５０％圧縮を２２時間行った後の残留歪み率）の値が３
０％以下である難黄変性軟質ポリウレタンフォームを製造する方法であって、
　前記ポリオールが、末端にエチレンオキサイドを５～３０重量％付加されたポリオキシ
アルキレンポリオールであり、かつ、
　前記化学発泡剤が、前記ポリオール総量１００重量部に対し２.５～６重量部であり、
かつ、
　前記触媒が、炭酸カリウム、酢酸カリウム、オクチル酸カリウムからなる群から選ばれ
る少なくとも１種の触媒と、アミン触媒とを併用し、かつ、
　前記アミン触媒が、１,８－ジアザ－ビシクロ－（５,４,０）ウンデセン－７である
　ことを特徴とする難黄変性軟質ポリウレタンフォームの製造方法。
【請求項２】
　炭酸カリウム、酢酸カリウム、オクチル酸カリウムからなる群から選ばれる少なくとも
１種の触媒を、前記ポリオール１００重量部に対して０．０１～２．０重量部用いること
を特徴とする請求項１に記載の難黄変性軟質ポリウレタンフォームの製造方法。
【請求項３】
　前記ポリイソシアネートが、
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　ノルボルネンジイソシアネートおよび／またはその誘導体を５０重量％以上含み、トル
エンジイソシアネートおよび／またはイソホロンジイソシアネートを３０重量％以上含有
する、ポリイソシアネートである
　ことを特徴とする請求項１または２に記載の難黄変性軟質ポリウレタンフォームの製造
方法。
【請求項４】
　得られる難黄変性軟質ポリウレタンフォームが衣料用または靴用であることを特徴とす
る請求項１～３のいずれか１項に記載の難黄変性軟質ポリウレタンフォームの製造方法。
【請求項５】
　ポリオール、化学発泡剤、触媒、安定剤および、ノルボルネンジイソシアネートおよび
／またはその誘導体を５０重量％以上含むポリイシアネート、とからウエットセット（５
０℃、相対湿度９５％の条件下で５０％圧縮を２２時間行った後の残留歪み率）の値が３
０％以下である難黄変性軟質ポリウレタンフォームであって、
　前記ポリオールが、末端にエチレンオキサイドを５～３０重量％付加されたポリオキシ
アルキレンポリオールであり、かつ、
　前記化学発泡剤が、前記ポリオール総量１００重量部に対し２.５～６重量部であり、
かつ、
　前記触媒が、炭酸カリウム、酢酸カリウム、オクチル酸カリウムからなる群から選ばれ
る少なくとも１種の触媒と、アミン触媒とを併用し、かつ、
　前記アミン触媒が、１,８－ジアザ－ビシクロ－（５,４,０）ウンデセン－７である
　ことを特徴とする難黄変性軟質ポリウレタンフォーム。
【請求項６】
　炭酸カリウム、酢酸カリウム、オクチル酸カリウムからなる群から選ばれる少なくとも
１種の触媒を、前記ポリオール１００重量部に対して０．０１～２．０重量部用いること
を特徴とする請求項５に記載の難黄変性軟質ポリウレタンフォーム。
【請求項７】
　前記ポリイソシアネートが、
　ノルボルネンジイソシアネートおよび／またはその誘導体を５０重量％以上含み、トル
エンジイソシアネートおよび／またはイソホロンジイソシアネートを３０重量％以上含有
する、ポリイソシアネートである
　ことを特徴とする請求項５または６に記載の難黄変性軟質ポリウレタンフォーム。
【請求項８】
　得られる難黄変性軟質ポリウレタンフォームが衣料用または靴用であることを特徴とす
る請求項５～７のいずれか１項に記載の難黄変性軟質ポリウレタンフォーム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の技術分野】
本発明は、残留湿熱歪みが小さく、しかも変色することの少ない軟質ポリウレタンフォー
ムの製造方法に関する。詳しくは靴用や衣料用として有用な残留湿熱歪の小さい無黄変ま
たは難黄変軟質ポリウレタンフォームの製造方法に関する。より具体的にはたとえば、肩
パッド、ブラジャーパッド等の衣料用パッド類、靴の内部、外部に使用されるクッション
材としてのパッド類等に好適に用いられる無黄変または難黄変であり、かつ残留熱歪の小
さい軟質ポリウレタンフォームの製造方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来軟質ポリウレタンフォームは、ポリオール、水、触媒、シリコーン界面活性剤、およ
び必要により架橋剤、その他助剤と、有機ポリイソシアネートとから製造されてきた。有
機ポリイソシアナートとしては、トルエンジイソシアネート（ＴＤＩ）を用いることが一
般的であるが、ＴＤＩのような芳香族イソシアネートを用いて得られたウレタンフォーム
は、日光等の紫外線の影響を受け、時間とともにフォームが黄色に変色するという問題点
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があった。このため、洗濯後天日で乾燥させることが多い靴用あるいは衣料用の軟質ポリ
ウレタンフォームでは、無黄変または難黄変の軟質ポリウレタンフォームが求められてい
る。この要求を満足させるため、ＴＤＩを用いた軟質ポリウレタンフォームにおいて紫外
線吸収剤を大量に用いる難黄変フォームが製造されているが、耐変色性に問題が残されて
いる。
【０００３】
また、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）を用いれば紫外線による黄変はなくなる
が、ＩＰＤＩを用いて得られた軟質ポリウレタンフォームは、湿熱条件下での残留歪みが
大きいという問題点である。この残留歪みが大きいと、靴用のパッド類等の使用時に変形
が生じて外観を損ね、またクッション感を減じることがあり、衣料用のパッド類では、洗
濯後変形が生じたりすることが問題である。これらの問題は、湿熱条件下の残留歪みの指
標となるウエットセット値（Ｗｅｔ Ｓｅｔ、５０℃、相対湿度９５％の条件下で５０％
圧縮を２２時間行った後の残留歪み率）が小さいことが望まれている。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、十分な耐黄変性を有し、かつ湿熱条件での残留歪み特性にも優れた無黄
変または難黄変軟質ポリウレタンフォームを高生産性で製造することのできる軟質ポリウ
レタンフォームの製造方法を提供することにある。
【０００５】
【発明の概要】
本発明者らは前記の目的を達成すべく、種々検討した結果、たとえば脂環族ポリイソシア
ネート化合物たとえばノルボルネンジイソシアナートを用いて軟質ポリウレタンフォーム
を製造すれば、上記課題が解決され、優れた物性を有する無黄変または難黄変軟質ポリウ
レタンフォームが得られ、それらを高生産性で製造方法することができることを見いだし
、本発明を完成するに到った。
【０００６】
即ち、本発明は以下の（１）～（１０）を提供するものである。
（１）ポリオール、発泡剤、触媒、安定剤および脂環族ポリイソシアネート化合物とから
残留湿熱歪みの小さい難黄変性軟質ポリウレタンフォームを製造することを特徴とする難
黄変性軟質ポリウレタンフォームの製造方法。
（２）脂環族ポリイソシアネート化合物が、多環式脂環族ポリイソシアネートである上記
（１）に記載の難黄変性軟質ポリウレタンフォームの製造方法。
【０００７】
（３） 前記多環式脂環族ポリイソシアネート化合物が、ノルボルナン環を有するポリイ
ソシアネートまたはその誘導体であることを特徴とする上記（２）に記載の難黄変性軟質
ポリウレタンフォームの製造方法。
（４） 前記有機ポリイソシアネート化合物が、多環式脂環族ポリイソシアネート化合物
、単環式脂環族ポリイソシアネート化合物あるいはそれらの誘導体を含むことを特徴とす
る上記（１）～（３）のいずれかに記載の難黄変性軟質ポリウレタンフォームの製造方法
。
【０００８】
（５）前記有機ポリイソシアネート化合物が、ノルボルネンジイソシアネートおよび／ま
たはその誘導体を５０重量％以上含み、トルエンジイソシアネートおよび／またはイソホ
ロンジイソシアネートを３０重量％以上含有することを特徴とする上記（１）～（４）の
いずれかに記載の難黄変性軟質ポリウレタンフォームの製造方法。
【０００９】
（６）前記ポリオールとして、末端にエチレンオキサイドを５～３０重量％付加されたポ
リオキシアルキレンポリオールで用い、ポリオール１００重量部に対して紫外線吸収剤を
反応系中に５０～１０００００ｐｐｍ添加することを特徴とする上記（１）～（５）のい
ずれかに記載の難黄変性軟質ポリウレタンフォームの製造方法。
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【００１０】
（７）炭酸カリウム、酢酸カリウム、オクチル酸カリウムからなる群から選ばれる少なく
とも１種の触媒を、ポリオール１００重量部に対して０．０１～２．０重量部（以下、部
ともいう）用いることを特徴とする上記（１）～（６）のいずれかに記載の難黄変性軟質
ポリウレタンフォームの製造方法。
（８）炭酸カリウム、酢酸カリウム、オクチル酸カリウムからなる群から選ばれる少なく
とも１種の触媒と、アミン触媒とを併用することを特徴とする上記（７）に記載の難黄変
性軟質ポリウレタンフォームの製造方法。
【００１１】
（９）得られる難黄変性軟質ポリウレタンフォームが衣料用または靴用である上記（１）
～（７）のいずれかに記載の難黄変性軟質ポリウレタンフォームの製造方法。
（１０）ポリオール、発泡剤、触媒、安定剤および脂環族ポリイソシアネート化合物とか
ら、ウエットセットが３０％以下である難黄変性軟質ポリウレタンフォームを製造するこ
とを特徴とする難黄変性軟質ポリウレタンフォームの製造方法。
【００１２】
【発明の具体的説明】
本発明に係る軟質ポリウレタンフォームは、ポリオール、化学発泡剤、必要に応じて物理
発泡剤、触媒その他助剤と、有機ポリイソシアネートとを用いて発泡、硬化させて得られ
る。
以下まず軟質ポリウレタンフォームを製造する際に用いられる各成分について説明する。
【００１３】
[ポリオール]
本発明において有機ポリイソシアネート化合物と反応させるポリオールとは、たとえば多
価アルコール、ポリオキシアルキレンポリオール、ポリエステルポリオールなどが例示で
きる。ポリオキシアルキレンポリオール、ポリエステルポリオールを用いることが好まし
く、ポリオキシアルキレンポリオールを用いることがさらに好ましい。これらのポリオー
ルは、単独で用いてもよいが複数を併用してもよい。
【００１４】
ポリオールの水酸基価は、一般には２０mgKOH/g以上、７０mgKOH/g以下で、好ましくは水
酸基価２５mgKOH/g以上、６５mgKOH/g以下で、さらに好ましくは水酸基価３０mgKOH/g以
上、６０mgKOH/g以下である。
これらポリオールの中でも末端にエチレンオキサイドが５～３０重量％付加されたポリオ
キシアルキレンポリオールまたはそのポリオキシアルキレンポリオールを含有するポリオ
ールを用いることが好ましい。
【００１５】
また連通化剤として、アルキレンオキシド中のエチレンオキシドの含有量が20重量％以上
、水酸基価15mgKOH/g以上100mgKOH/g以下のポリオールを0.5～30部使用することができる
。
＜ポリオキシアルキレンポリオール＞
ポリオキシアルキレンポリオールとは、ポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールと
も呼称され、アルキレンオキシドを開環重合させて得られたオリゴマーないしは重合物を
意味する。通常触媒存在下、活性水素化合物を開始剤としてアルキレンオキシドを開環重
合させて得られる。ポリオキシアルキレンポリオールの製造に際し、開始剤やアルキレン
オキシドはそれぞれ単独でも複数併用してもよい。
【００１６】
軟質ポリウレタンフォームのキュアー性をより一層高める場合には、末端オキシエチレン
基が5重量％以上、30重量％以下あることが好ましく、オキシエチレン基が10重量％以上
、25重量％以下であることがさらに好ましい。
（ポリオキシアルキレンポリオール製造用活性水素化合物）
ポリオキシアルキレンポリオールの製造に際して開始剤として用いられる活性水素化合物
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としては、酸素原子上に活性水素原子を有する活性水素化合物、窒素原子上に活性水素原
子を有する活性水素化合物等が挙げられる。
【００１７】
（１）　酸素原子上に活性水素原子を有する活性水素化合物
本発明の方法における活性水素化合物のうち、酸素原子上に活性水素原子を有する活性水
素化合物としては水、炭素数1～20のカルボン酸、炭素数2～20でありカルボキシル基を２
～６個有する多価カルボン酸、カルバミン酸類、炭素数1～20のアルコール、水酸基を２
～８個有する炭素数2～20の多価アルコール、糖類またはその誘導体、水酸基を１～３個
有する炭素数6～20の芳香族化合物、2～8の末端を有しその末端に1～8の水酸基を有する
ポリアルキレンオキシド等が挙げられる。
【００１８】
炭素数１～２０のカルボン酸としては、たとえば蟻酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、イソ
酪酸、ラウリン酸、ステアリン酸、オレイン酸、フェニル酢酸、ジヒドロ桂皮酸またはシ
クロヘキサンカルボン酸、安息香酸、パラメチル安息香酸または2-カルボキシナフタレン
等が挙げられる。
カルボキシル基を２～６個有する炭素数2～20の多価カルボン酸としては、たとえば、蓚
酸、マロン酸、こはく酸、マレイン酸、フマル酸、アジピン酸、イタコン酸酸、ブタンテ
トラカルボン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、トリメリット酸またはピロメ
リット酸等が挙げられる。
【００１９】
カルバミン酸としては、たとえば、N,N-ジエチルカルバミン酸、N-カルボキシピロリドン
、N-カルボキシアニリンまたはN,N'-ジカルボキシ-2,4-トルエンジアミン等が挙げられる
。
炭素数1～20のアルコールとしては、たとえば、メタノール、エタノール、ノルマル-プロ
パノール、イソプロパノール、ノルマル-ブチルアルコール、sec-ブチルアルコール、ter
t-ブチルアルコール、イソペンチルアルコール、tert-ペンチルアルコール、ノルマル-オ
クチルアルコール、ラウリルアルコール、セチルアルコール、シクロペンタノール、シク
ロヘキサノール、アリルアルコール、クロチルアルコール、メチルビニルカルビノール、
ベンジルアルコール、1-フェニルエチルアルコール、トリフェニルカルビノールまたはシ
ンナミルアルコール等が挙げられる。
【００２０】
水酸基を２～８個有する炭素数2～20の多価アルコールとしては、たとえばエチレングリ
コール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、1,3-
プロパンジオール、1,3-ブタンジオール、1,4-ブタンジオール、1,6-ヘキサンジオール、
1,4-シクロヘキサンジオール、トリメチロールプロパン、グリセリン、ジグリセリン、ペ
ンタエリスリトールまたはジペンタエリスリトール等が挙げられる。
【００２１】
糖類またはその誘導体としては、たとえば、グルコース、ソルビトール、デキストロース
、フラクトースまたはシュクロース等が挙げられる。
水酸基を１～３個有する炭素数6～20の芳香族化合物としては、たとえば、フェノール、2
-ナフトール、2,6-ジヒドロキシナフタレンまたはビスフェノールＡ等が挙げられる。
【００２２】
2～8の末端を有しその末端に1～8の水酸基を有するポリアルキレンオキシドとしては、た
とえば、ポリエチレンオキシド、ポリプロピレンオキシドまたはそれらのコポリマー等で
あって、2～8の末端を有しその末端に1～8の水酸基を有するポリアルキレンオキシドが挙
げられる。
(2)　窒素原子上に活性水素原子を有する活性水素化合物
本発明で用いられる活性水素化合物のうち、窒素原子上に活性水素原子を有する活性水素
化合物としては、炭素数1～20の脂肪族または芳香族一級アミン、炭素数2～20の脂肪族ま
たは芳香族二級アミン、一級もしくは二級アミノ基を２～３個有する炭素数2～20の多価
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アミン、炭素数4～20の飽和環状二級アミン、炭素数4～20の不飽和環状二級アミン、二級
アミノ基を２～３個含む炭素数4～20の環状の多価アミン、炭素数2～20の無置換またはN-
一置換の酸アミド、5～7員環の環状アミド類、炭素数4～10のジカルボン酸のイミド等が
挙げられる。
【００２３】
炭素数1～20の脂肪族または芳香族一級アミンとしては、たとえば、メチルアミン、エチ
ルアミン、ノルマル-プロピルアミン、イソプロピルアミン、ノルマル-ブチルアミン、イ
ソブチルアミン、sec-ブチルアミン、tert-ブチルアミン、シクロヘキシルアミン、ベン
ジルアミン、β-フェニルエチルアミン、アニリン、o-トルイジン、m-トルイジンまたは
ｐ-トルイジン等が挙げられる。
【００２４】
炭素数2～20の脂肪族または芳香族二級アミンとしては、たとえば、ジメチルアミン、メ
チルエチルアミン、ジエチルアミン、ジ-ノルマル-プロピルアミン、エチル-ノルマル-ブ
チルアミン、メチル-sec-ブチルアミン、ジペンチルアミン、ジシクロヘキシルアミン、n
-メチルアニリンまたはジフェニルアミン等が挙げられる。
【００２５】
一級もしくは二級アミノ基を２～３個有する炭素数2～20の多価アミンとしては、たとえ
ば、エチレンジアミン、ジ（2-アミノエチル）アミン、ヘキサメチレンジアミン、4,4'-
ジアミノジフェニルメタン、トリ（2-アミノエチル）アミン、N,N'-ジメチルエチレンジ
アミン、N,N'-ジエチルエチレンジアミンまたはジ（2-メチルアミノエチル）アミン等が
挙げられる。
【００２６】
炭素数4～20の飽和環状二級アミンとしては、たとえば、ピロリジン、ピペリジン、モル
ホリンまたは1,2,3,4-テトラヒドロキノリン等が挙げられる。
炭素数4～20の不飽和環状二級アミンとしては、たとえば、3-ピロリン、ピロール、イン
ドール、カルバゾール、イミダゾール、ピラゾールまたはプリン等が挙げられる。
【００２７】
炭素数4～20の二級アミノ基を２～３個含む環状の多価アミンとしては、たとえば、ピペ
ラジン、ピラジンまたは1,4,7-トリアザシクロノナン等が挙げられる。
炭素数2～20の無置換またはN-一置換の酸アミドとしては、たとえば、アセトアミド、プ
ロピオンアミド、N-メチルプロピオンアミド、N-メチル安息香酸アミドまたはN-エチルス
テアリン酸アミド等が挙げられる。
【００２８】
5～7員環の環状アミドとしては、たとえば、2-ピロリドンまたはε-カプロラクタム等が
挙げられる。
炭素数4～10のジカルボン酸のイミドとしては、たとえば、こはく酸イミド、マレイン酸
イミドまたはフタルイミド等が挙げられる。
これらの活性水素化合物のうち、水、炭素数1～20のアルコール、水酸基を２～８個有す
る炭素数2～20の多価アルコール、糖類またはその誘導体、2～8の末端を有しその末端に1
～8の水酸基を有する分子量100～50,000のポリアルキレンオキシド、炭素数2～20の脂肪
族または芳香族二級アミン、炭素数2～20の一級もしくは二級アミノ基を２～３個有する
多価アミン、炭素数4～20の飽和環状二級アミン、炭素数4～20の二級アミノ基を２～３個
含む環状の多価アミンが好ましい。
【００２９】
さらに、水、炭素数1～10のアルコール、水酸基を２～４個有する炭素数2～10の多価アル
コール、ポリエチレンオキシド、ポリプロピレンオキシドもしくはそれらのコポリマー等
であって、2～6の末端を有しその末端に2～6個の水酸基を有する分子量100～10,000のポ
リアルキレンオキシド、炭素数2～10の二級アミノ基を２～３個有する多価アミン、炭素
数4～10の飽和環状二級アミン、炭素数4～10の二級アミノ基を２～３個含む環状の多価ア
ミン等が特に好ましい。
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【００３０】
（アルキレンオキシド化合物）
このようなポリオキシアルキレンポリオールを製造するに用いられるアルキレンオキシド
化合物としては、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、1,2-ブチレンオキシド、2,3-
ブチレンオキシド、スチレンオキシド、シクロヘキセンオキシド、エピクロロヒドリン、
エピブロモヒドリン、メチルグリシジルエーテル、アリルグリシジルエーテルまたはフェ
ニルグリシジルエーテル等のエポキシ化合物である。
【００３１】
これらのアルキレンオキシド化合物のうち、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、1,
2-ブチレンオキシドまたはスチレンオキシドが好ましく、エチレンオキシド、プロピレン
オキシドがさらに好ましい。
これらは2種以上を併用してもよい。併用する場合には、複数のアルキレンオキシド化合
物を同時に併用する方法、順次に併用する方法または順次を繰り返して行なう方法などが
とり得る。
【００３２】
＜ポリエステルポリオール＞
ポリエステルポリオールは、多官能カルボン酸と多官能ヒドロキシル化合物との重縮合に
よって得られ、汎用ポリエステルポリオール、ポリカプロラクトンポリオール、芳香族ポ
リエステルポリオール、ポリカーボネートポリオール等が挙げられる。
【００３３】
（汎用ポリエステルポリオール）
汎用ポリエステルポリオールとしては、ジカルボン酸と多価アルコールとの重縮合物が挙
げられる。
汎用ポリオエステルポリオールに用いられるジカルボン酸としては、アジピン酸、o-フタ
ル酸、m-フタル酸、p-フタル酸、コハク酸、アゼライン酸、スベリン酸、リシノール酸等
が挙げられる。
【００３４】
汎用ポリエステルポリオールに用いられる多価アルコールとしては、エチレングリコール
、プロピレングリコール、ブタンジオール、ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコール
、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ペンタンジオール、シクロヘキサン
ジオール、グリセリン、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン、ペンタエリス
リトール等が挙げられる。
【００３５】
（ポリカプロラクトンポリオール）
ε-カプロラクトンと多価アルコールより得られる物であり、通常分子量５００～４００
０、水酸基価３０～２４０である。多価アルコールとしては、汎用ポリエステルポリオー
ルに用いられる多価アルコール等を用いることができる。
（芳香族ポリエステルポリオール）
ポリエチレンテレフタレート等の合成樹脂を多価アルコールによりエステル交換反応によ
って製造されるものである。通常水酸基価は６０～２００である。
【００３６】
[ポリイソシアネート]
本発明で用いられるポリイソシアネートは、脂環族ポリイソシアネートまたはその誘導体
が好ましく用いられる。脂環族ポリイソシアネートとしては、多環式ポリイソシアネート
化合物またはその誘導体が好ましい。ノルボルナン環を有するポリイソシアネートは、単
環式脂肪族であるIPDIと比較して、同一条件下において、たとえばNCO残存量が1/2以下と
することが出来る等反応性に優れ、より生産性の向上に寄与することがあり、多環式ポリ
ウレタンイソシアネートとしてはノルボルネンジイソシアネートまたはその誘導体が好ま
しい。
【００３７】
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また、ノルボルネンジイソシアネートのヌレート変性体、ウレタン変性体も好ましく用い
られる。これらの変性体のＮＣＯ％は４１％から５％であり、好ましくは４１％から１０
％である。
ノルボルネンジイソシアネートのウレタン変性体は、ノルボルネンジイソシアネートをポ
リオールで変性したものであり、この変性体はノルボルネンジイソシアネートとポリール
とを混合加熱することにより製造できる。
【００３８】
これらのイソシアネート化合物は単独および混合して用いてもよい。
ポリイソシアネート化合物は、多環式脂環族ポリイソシアネート化合物またはその誘導体
と、単環式脂環族ポリイソシアネート化合物、芳香族ポリイソシアネートまたはそれらの
誘導体との混合物であるが好ましい。
多環式脂肪族ポリイソシアネートとしては、たとえば、２，５（６）-ジイソシアネート
メチルビシクロ［２，２，１］ヘプタン、２-イソシアネートメチルー５（６）-イソシア
ネートエチルビシクロ［２，２，１］ヘプタン、２，５（６）-ジイソシアネートエチル
ビシクロ［２，２，１］ヘプタン、２，５（６）-ジイソシアネートプロピルビシクロ［
２，２，１］ヘプタン、２，５（６）-ジイソシアネートブチルビシクロ［２，２，１］
ヘプタン、２，５（６）-ジイソシアネートペンチルビシクロ［２，２，１］ヘプタン、
５（６）-ジイソシアネートメチルビシクロ［２，２，２］オクタン、２-イソシアネート
メチルー５（６）-イソシアネートエチルビシクロ［２，２，２］オクタン、２，５（６
）-ジイソシアネートエチルビシクロ［２，２，２］オクタン、２，５（６）-ジイソシア
ネートプロピルビシクロ［２，２，２］オクタン、２，５（６）-ジイソシアネートブチ
ルビシクロ［２，２，２］オクタン、２，５（６）-ジイソシアネートペンチルビシクロ
［２，２，１］オクタン、３（４），８（９）-ジイソシアネートメチルトリシクロ［５
，２，１，０2,6］デカン、３（４）-イソシアネートメチル-８（９）-イソシアネートエ
チルトリシクロ［５，２，１，０2,6］デカン、３（４），８（９）-ジイソシアネートエ
チルトリシクロ［５，２，１，０2,6］デカン、３（４），８（９）-ジイソシアネートプ
ロピルトリシクロ［５，２，１，０2,6］デカン、３（４），８（９）-ジイソシアネート
ブチルトリシクロ［５，２，１，０2,6］デカン、３（４），８（９）-ジイソシアネート
ペンチルトリシクロ［５，２，１，０2,6］デカン、３（４），７（８）-ジイソシアネー
トメチルビシクロ［４，３，０1,6］ノナン、３（４）？イソシアネートメチルー７（８
）-イソシアネートエチルビシクロ［４，３，０1,6］ノナン、３（４），７（８）-ジイ
ソシアネートエチルビシクロ［４，３，０1,6］ノナン、３（４），７（８）-ジイソシア
ネートプロピルビシクロ［４，３，０1,6］ノナン、３（４），７（８）-ジイソシアネー
トブチルビシクロ［４，３，０1,6］ノナン、３（４），７（８）-ジイソシアネートペン
チルビシクロ［４，３，０1,6］ノナン等であり、これら単独またはこれらの混合物であ
る。
【００３９】
これらの多環式脂肪族ジイソシアネートの中でも、特にノルボルナン環を有する、２，５
（６）-ジイソシアネートメチルビシクロ［２，２，１］ヘプタンが好ましい。これらを
２，５―ノルボルナンジイソシアネート(2,5-NBDI)、２，6―ノルボルナンジイソシアネ
ート(2,6-NBDI)と呼称することもあり、２，５体および２，６体を主とするノルボルナン
ジイソシアネート異性体の混合物をNBDIと呼称する。
【００４０】
前記多環式ポリイソシアネート化合物はノルボルナン環を有するものが好ましく、その含
有量は５０重量％以上含むことが好ましく、６０重量％以上がさらに好ましい。ノルボル
ナン環を有するイソシアネートとしては、ノルボルネンジイソシアネートおよび／または
その誘導体が好ましい。また有機ポリイソシアネートは、多環式ポリイソシアネートを５
０重量％以上含有し、トルエンジイソシアネートおよび／またはイソホロンジイソシアネ
ートを３０重量％以上含有することが特に好ましい。
【００４１】
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さらに、キシリレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、水添ジフェニ
ルメタンジイソシアネートをそれぞれ単独または混合物として、ノルボルネンジイソシア
ネートに５０重量％を超えない範囲で混合して使用することもできる。
[発泡剤]
発泡剤としてはその作用により化学発泡剤と物理発泡剤に分類される。これらはいずれも
単独で用いても複数を併用しても良い。
【００４２】
（化学発泡剤）
水はポリイソシアネートと反応して炭酸ガスを発生することにより化学発泡剤として使用
される。通常使用される量はポリオール総量１００重量部に対して1部～7部が好ましく、
さらに好ましくは2.5部～6部である。
（物理発泡剤）
発泡剤として必要に応じて物理発泡剤も併用することができる。物理発泡剤として、メチ
レンクロライドや地球環境保護の目的で開発されたクロロフルオロカーボン類や、ヒドロ
キシクロロフルオロカーボン類（HCFC-134a等）、炭化水素類（シクロペンタン等）、炭
酸ガス、液化炭酸ガス、その他の発泡剤が発泡助剤として水と併用して使用される。その
使用量はポリオール１００重量部に対して３重量部以下であると発泡が安定し好ましく、
２．５重量部以下であることがさらに好ましい。
【００４３】
（架橋剤）
架橋剤は特に使用しなくても良いが、使用する場合には水酸基価200～1800mgKOH/gの化合
物が用いられる。たとえばグリセリン等の脂肪族多価アルコール類、ジエタノールアミン
、トリエタノールアミン等のアルカノールアミン類等が用いられる。また水酸基価200～1
800mgKOH/gのポリオキシアルキレンポリオールが用いられる他、従来公知の架橋剤がポリ
オール１００重量部に対して0.5部～10部の間で任意の量使用できる。
【００４４】
（シリコーン界面活性剤）
シリコーン界面活性剤としては、軟質ポリウレタンフォームの製造に通常用いられる有機
ケイ素系界面活性剤が使用できる。たとえば日本ユニカー社製のL-５８０等が使用できる
。使用量は通常、ポリオール100重量部に対し0.2部～3部である。
【００４５】
（軟質ポリウレタンフォームの製造に際して用いられる触媒）
軟質ポリウレタンフォームの製造に際して用いられる触媒としては従来公知のものが使用
できる。使用量はポリオール100重量部に対し0.005部～10部を使用することが好ましい。
触媒としてはたとえば、トリエチレンジアミンやビス（N,N-ジメチルアミノエチルエーテ
ル）、モルホリン類、ジアザビシクロウンデセン等の脂肪族アミン類やオクタン酸スズや
ジブチルチンジラウレイト等の有機錫化合物、およびネオデカン酸ビスマス等が用いられ
る。これらの触媒は単独、または複数種が使用される。
【００４６】
本発明で特に好ましい触媒は、炭酸カリウム、酢酸カリウム、オクチル酸カリウムであり
、これらは単独または他の触媒（たとえばアミン系化合物）と併用して用いることができ
る。触媒として以下の触媒群から選ばれた1種または２種以上をポリオール１００重量部
に対して０．０１～２．０部使用することが好ましく、さらに好ましくは０．０２～１．
５部である。
触媒群：炭酸カリウム、酢酸カリウム、オクチル酸カリウム
（紫外線吸収剤など）
本発明では、得られる軟質ウレタンフォーム中に紫外線吸収剤、酸化安定剤、および多機
能安定剤の群から選ばれる少なくとも１種を配合することが好ましい。紫外線吸収剤は、
ポリオールに対して５０～１０００００ｐｐｍ添加して使用されるが、好ましくは１００
～８００００ｐｐｍ、さらに好ましくは５００～５００００ｐｐｍである。
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【００４７】
紫外線吸収剤とは紫外線吸収能をもった安定剤であり、特に限定されるわけではないが、
たとえば、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、ヒンダ
ードアミン系紫外線吸収剤、サリチレート系紫外線吸収剤、シアノアクリレート系紫外線
吸収剤、アクリロニトリル系紫外線吸収剤、およびニッケルないしコバルト錯塩系紫外線
吸収剤などが挙げられる。
【００４８】
一般に使用できる紫外線吸収剤は、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤および／またはベンゾ
トリアゾール系紫外線吸収剤が特に好ましく、具体的には次に挙げるようなものが有る。
ベンゾフェノン系紫外線吸収剤としては、特に限定されるわけではないが、たとえば、２
－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２
－ヒドロキシ－４－ｎ－オクトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシ－２
′－カルボキシベンゾフェノン、２，２′－ジヒドロキシ－４，４′－ジメトキシベンゾ
フェノン、２－ヒドロキシ－４－ベンゾイルオキシベンゾフェノン、２，２′－ジヒドロ
キシ－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシ－５－スルホンベン
ゾフェノン、２，２′，４，４′－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２，２′－ジヒド
ロキシ－４，４′－ジメトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－５－クロルベンゾフェ
ノン、ビス－（２－メトキシ－４－ヒドロキシ－５－ベンゾイルフェニル）メタンなどを
例示できる。
【００４９】
また、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤として、一般に市販されているものを用いることも
可能であり、それらの具体例としては、たとえば、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン
（ＳＥＥＳＯＲＢ １００（シブロ化成）、バイオソーブ １００（共同）、ＫＥＭＩＳＯ
ＲＢ １０（ケミプロ化成）、ＡＳＬ ２３（湘南化学工業）、ＵＶＩＮＵＬ ４００（Ｂ
ＡＳＦ）、Ｉｎｈｉｂｉｔｏｒ ＤＨＢＰ（Ｅａｓｔｍａｎ Ｋｏｄａｋ））、２－ヒドロ
キシ－４－メトキシベンゾフェノン（Ｓｕｍｉｓｏｒｂ １１０（住友）、ＳＥＥＳＯＲ
Ｂ １０１（シブロ化成）、バイオソーブ １１０（共同）、ＫＥＭＩＳＯＲＢ １１（ケ
ミプロ化成）、ＡＳＬ ２４（湘南化学工業）、ＵＶＩＮＵＬ Ｍ－４０（ＢＡＳＦ）、サ
イアソーブ ＵＶ ９（ＡＣＣ）、トミソーブ ３００（吉富））、２－ヒドロキシ－４－
メトキシベンゾフェノン－５－スルホン酸（ＳＥＥＳＯＲＢ １０１ Ｓ（シブロ化成）、
ＫＥＭＩＳＯＲＢ １１ Ｓ（ケミプロ化成）、ＡＳＬ ２４ Ｓ，２４ ＳＴ（湘南化学工
業）、ＵＶＩＮＵＬ ＭＳ－４０（ＢＡＳＦ）、サイアソーブ ＵＶ ２８４（ＡＣＣ）、
ハリソーブ １０１Ｓ（吉富））、２－ヒドロキシ－４－ｎ－オクトキシベンゾフェノン
（アデカスタブ １４１３（旭電化）、Ｓｕｍｉｓｏｒｂ １３０（住友）、ＳＥＥＳＯＲ
Ｂ １０２（シブロ化成）、ＫＥＭＩＳＯＲＢ １２（ケミプロ化成）、バイオソーブ ５
３０（共同）、サイアソーブＵＶ ５３１（ＡＣＣ）、トミソーブ ８００（吉富）、ハリ
ソーブ １０８（播磨））、２－ヒドロキシ－４－ｎ－ドデシルオキベンゾフェノン（Ｉ
ｎｈｉｂｉｔｏｒＤＨＢＰ（Ｅａｓｔｍａｎ Ｋｏｄａｋ）、ＳＥＥＳＯＲＢ １０３（シ
ブロ化成）、ＫＥＭＩＳＯＲＢ １３（ケミプロ化成）、ＵＶ－ｅｈｅｋ Ａｌｄ－３２０
（Ｆｅｒｏ））、ビス（５－ベンゾイル－４－ヒドロキシ－２－メトキシフェニル）メタ
ン（アデカスタブ ＬＡ－５１（旭電化））、２，２′－ジヒドロキシ－４－メトキシ ベ
ンゾフェノン（ＫＥＭＩＳＯＲＢ１１１（ケミプロ化成）、サイアソーブ ＵＶ ２４（Ａ
ＣＣ））、２，２′－ジヒドロキシ－４，４′－ジメトキシ ベンゾフェノン（ＵＶＩＮ
ＵＬ Ｄ－４９（ＢＡＳＦ））が、例示できるが、もちろんこれらに何ら限定されるもの
ではない。
【００５０】
またベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤としては、特に限定されるわけではないが、たと
えば、２－（２′－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ
－５′－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－５′－メチル
フェニル）－５－カルボン酸ブチルエステルベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキ
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シ－５′－メチルフェニル）－５，６－ジクロルベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒド
ロキシ－５′－メチルフェニル）－５－エチルスルホンベンゾトリアゾール、２－（２′
－ヒドロキシ－５′－ｔ－ブチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（２
′－ヒドロキシ－５′－ｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロ
キシ－５′－アミノフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－３′，５
′－ジメチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－３′，５′－ジ
メチルフェニル）－５－メトキシベンゾトリアゾール、２－（２′－メチル－４′－ヒド
ロキシフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２′－ステアリルオキシ－３′，５′－ジ
メチルフェニル）－５－メチルベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－５－カル
ボン酸フェニル）ベンゾトリアゾールエチルエステル、２－（２′－ヒドロキシ－３′－
メチル－５′－ｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－３
′，５′－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－５′－クロロベンゾトリアゾール、２－（２′－
ヒドロキシ－３′－ｔ－ブチル－５′－メチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾー
ル、２－（２′－ヒドロキシ－５′－メトキシフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２
′－ヒドロキシ－３′，５′－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾー
ル、２－（２′－ヒドロキシ－５′－シクロヘキシルフェニル）ベンゾトリアゾール、２
－（２′－ヒドロキシ－４′，５′－ジメチルフェニル）－５－カルボン酸ベンゾトリア
ゾールブチルエステル、２－（２′－ヒドロキシ－３′，５′－ジクロルフェニル）ベン
ゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－４′，５′－ジクロルフェニル）ベンゾトリ
アゾール、２－（２′－ヒドロキシ－３′，５′－ジメチルフェニル）－５－エチルスル
ホンベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－４′－オクトキシフェニル）ベンゾ
トリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－５′－メトキシフェニル）－５－メチルベンゾ
トリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－５′－メチルフェニル）－５－カルボン酸エス
テルベンゾトリアゾール、２－（２′－アセトキシ－５′－メチルフェニル）ベンゾトリ
アゾールなどを例示できる。また、市販のベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤としては、
たとえば、、２－（２′－ヒドロキシ－５′－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール（ア
デカスタブ ＬＡ－３２（旭電化）、Ｓｕｍｉｓｏｒｂ ２００（住友）、ＳＥＥＳＯＲＢ
 ７０１（シブロ化成）、ＴＩＮＵＶＩＮ-Ｐ（チバ・ガイギー）、ＫＥＭＩＳＯＲＢ ７
１（ケミプロ化成）、バイオソーブ ５２０（共同）、ＪＦ－７７（城北））、２－［２
′－ヒドロキシ－３′，５′－ビス（α，α－ジメチルベンジル）フェニル］ベンゾトリ
アゾール（ＴＩＮＵＶＩＮ-２３４（チバ・ガイギー））、２－（２′－ヒドロキシ－３
′，５′－ジ－ｔ－ブチル－フェニル）ベンゾトリアゾール（アデカスタブ ＬＡ－３８
（旭電化）、Ｓｕｍｉｓｏｒｂ ３２０（住友）、ＳＥＥＳＯＲＢ ７０５（シブロ化成）
、ＴＩＮＵＶＩＮ-３２０（チバ・ガイギー）、バイオソーブ ５８２（共同））、２－（
２′－ヒドロキシ－３－ｔ－ブチル－５′－メチルフェニル）－５－クロロベンゾトリゾ
ール（アデカスタブ ＬＡ－３６（旭電化）、Ｓｕｍｉｓｏｒｂ ３００（住友）、ＳＥＥ
ＳＯＲＢ ７０３（シブロ化成）、ＴＩＮＵＶＩＮ-３２６（チバ・ガイギー）、バイオソ
ーブ（共同）、トミソーブ（吉富）、ＪＦ－６００（城北））、２－（２′－ヒドロキシ
－３′，５′－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール（アデカスタ
ブ ＬＡ－３４（旭電化）、ＳＥＥＳＯＲＢ７０２（シブロ化成）、ＴＩＮＵＶＩＮ-３２
７（チバ・ガイギー）、ＫＥＭＩＳＯＲＢ ７２（ケミプロ化成）、バイオソーブ５８０
（共同））、２－（２′－ヒドロキシ－３′，５′－ジ－ｔ－アミル）－ベンゾトリアゾ
ール（Ｓｕｍｉｓｏｒｂ ３５０（住友）、ＳＥＥＳＯＲＢ ７０４（シブロ化成）、ＴＩ
ＮＵＶＩＮ-３２８（チバ・ガイギー）、バイオソーブ ５９１（共同））、２－（２′－
ヒドロキシ－５′－ｔ－オクチルフェニル）ベンゾトリアゾール（Ｓｕｍｉｓｏｒｂ ３
４０（住友）、ＳＥＥＳＯＲＢ ７０９（シブロ化成）、バイオソーブ ５８３（共同）、
ＪＦ－８３（城北）、Ｃｙａｓｏｒｂ ＵＶ５４１１（ＡＣＣ））、２，２′－メチレン 
ビス［４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－（２Ｎ－ベンゾトリアゾール
－２－イル）フェノール］（アデカスタブ ＬＡ－３１（旭電化））が挙げられるが、も
ちろんこれらに限定されるわけではない。
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【００５１】
サリチレート系紫外線吸収剤としては、特に限定されるわけではないが、たとえば、フェ
ニルサリチレート、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニルサリチレート、ｐ－オクチルフェニル
サリチレートが挙げられる。市販のものとしては、たとえば、フェニルサリシレート（Ｓ
ＥＥＳＯＲＢ ２０１（シブロ化成）、サロールＰ（岩城）、ＫＥＭＩＳＯＲＢ ２１（ケ
ミプロ化成））、４－ｔ－ブチルフェニルサリシレート（ＳＥＥＳＯＲＢ ２０２（シブ
ロ化成）、ブチサロール（岩城）、ＫＥＭＩＳＯＲＢ ２８（ケミプロ化成）ＤＩＣＴＢ
Ｓ（日本））が挙げられるが、もちろんこれらに何ら限定されるものではない。
【００５２】
また、シアノアクリレート系紫外線吸収剤としては、エチル－２－シアノ－３，３'－ジ
フェニルアクリレート、メチル－２－シアノ－３－メチル－３－（ｐ－メトキシフェニル
）アクリレート、ブチル－２－シアノ－３－メチル－３－（ｐ－メトキシフェニル）アク
リレートが挙げられる。市販のものとしては、たとえば、エチル－２－シアノ－３，３′
－ジフェニルアクリレート（ＳＥＥＳＯＲＢ５０１（シブロ化成）、バイオソーブ ９１
０（共同）、ユヒソレーター ３００（第一化成工業）、ＵＶＩＮＵＬ Ｎ－５８９（ＢＡ
ＳＦ））、２－エチルヘキシル－２－シアノ－３，３′－ジフェニルアクリレート（ＵＶ
ＩＮＵＬ Ｎ－５８９（ＢＡＳＦ））が挙げられるが、もちろんこれらに何ら限定される
ものではない。
【００５３】
さらに、ニッケル錯塩系紫外線吸収剤としては、特に限定されるわけではないが、たとえ
ば、ニッケルビス（オクチルフェニル）サルファイド、２，２'－チオビス（４－ｔｅｒ
ｔ－オクチルフェノレート）－ｎ－ブチルアミンニッケル（II）、２－２'－チオビス（
４－ｔｅｒｔ－オクチルフェノレート）－２－エチルヘキシルアミンニッケル（II）、２
－２'－チオビス（４－ｔｅｒｔ－オクチルフェノレート）トリエタノールアミンニッケ
ル（II）が挙げられる。
【００５４】
また、ヒンダードアミン系紫外線吸収剤としては、特に限定されるものではないが、たと
えば、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，
２，２，６,６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケート、２－メチル－２－（２，
２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）アミノ－Ｎ－（２，２，６，６－テトラメ
チル－４－ピペリジル）プロピオンアミド、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－
４－ピペリジル）２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－２－ｎ－
ブチルマロネート、テトラキス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル） １
，２，３，４－ブタンテトラカルボキシレート、ポリ[[６－（１，１，３，３－テトラメ
チルブチル）イミノ－１，３，５－トリアジン－２，４－ジイル][（２，２，６，６－テ
トラメチル－４－ピペリジル）イミノ]ヘキサメチレン[（２，２，６，６－テトラメチル
－４－ピペリジル）イミノ]]、ポリ［（６－モルホリノ－１，３，５－トリアジン－２，
４－ジイル）｛（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ｝ヘキサメチ
レン｛（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ｝］、コハク酸ジメチ
ルと１－（２－ヒドロキシエチル）－４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピ
ペリジンとの重縮合物、Ｎ，Ｎ'－ビス（３－アミノプロピル）エチレンジアミンと２，
４－ビス[Ｎ－ブチル－Ｎ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）ア
ミノ]－６－クロロ－１，３，５－トリアジンとの重縮合物、１，２，２，６，６－ペン
タメチル－４－ピペリジノールおよび３，９－ビス（２－ヒドロキシ－１，１－ジメチル
エチル）－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ[５．５]ウンデカンと１，２，３，４
－ブタンテトラカルボン酸との重縮合物、ビス（１－オクトキシ－２，２，６，６－テト
ラメチル－４－ピペリジル）セバケートなどが例示できるが、これらに限定されるもので
はない。また、市販のヒンダードアミン系紫外線吸収剤としては、特に限定されるもので
はないが、たとえば、ビス－［２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジニル］セバ
ケート（ＴＩＮＵＶＩＮ-７７０（チバ・ガイギー）、Ｓａｎｏｌ ＬＳ－７７０（三共）
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、アデカスタブ ＬＡ－７７（旭電化））、ビス－［Ｎ－メチル－２，２，６，６－テト
ラメチル－４－ピペリジニル］セバケート（Ｔｉｎｕｖｉｎ-７６５（チバ・ガイギー）
、ＳＡＮＯＬ ＬＳ ７６５（三共））、ビス－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４
－ピペリジニル）－２－（３，５－ジ－テトラ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－２
－ｎ－ブチルマロネート（ＴＩＮＵＶＩＮ-１４４（チバ・ガイギー））、テトラキス（
２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－１，２，３， ４－ブタン テトラ 
カルボキシレート（アデカスタブ ＬＡ－５７（旭電化））、テトラキス（１，２，２，
６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）－１，２，３，４－ブタン テトラ カルボキシ
レート（アデカスタブ ＬＡ－５２（旭電化））、２，２，６，６－テトラメチル－４－
ピペリジル／トリデシル)－１，２，３，４－ブタン テトラ カルボキシレート（アデカ
スタブ ＬＡ－６７（旭電化）１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル／ト
リデシル）－１，２，３，４－ブタン テトラ カルボキシレート（アデカスタブ ＬＡ－
６２（旭電化））などが挙げられる。
【００５５】
さらに、紫外線吸収剤として、高分子量のものが市販されており、たとえば旭電化製のＭ
ＡＲＫ ＬＡ－５１、ＭＡＲＫ ＬＡ－３１、シプロ化成製のＳＥＥＳＯＲＢ ７０６、竹
本油脂製のＵＶＡ １０１等が利用可能である。
（酸化防止剤）
酸化防止剤とは酸化防止能をもった耐熱安定剤であり、特に限定されるわけではないが、
たとえば、ヒンダードフェノール系安定剤、アミン系安定剤、リン系安定剤、イオウ安定
剤等の安定剤が挙げられる。
【００５６】
ヒンダードフェノール系酸化防止剤としては、特に限定されるわけではないが、たとえば
、たとえば3,9-ビス(2-(3-(3-t-ブチル-4-ヒドロキシ-5-メチルフェニル)プロピオニルオ
キシ)-1,1-ジメチルエチル)-2,4,8,10-テトラオキサスピロ[5・5]ウンデカン、1,3,5-ト
リス(4-t-ブチル-3-ヒドロキシ-2,6-ジメチル－ベンジル)イソシアネート、テトラキス[3
-(3,5-ジ-t-ブチル-4-ヒドロキシフェニル)プロピオネート]、n-オクタデシル3-(3,5-ジ-
t-ブチル-4-ヒドロキシフェニル)プロピオネート、トリエチレングリコール ビス[2-[3-(
3-t-ブチル-4-ヒドロキシ-5-メチルフェニル)プロピオネート]、2,2'-エチリデンビス(4,
6-ジ-t-ブチルフェノール)、2,2'-メチレンビス(4-メチル-6-t-ブチルフェノール)、4,4'
-チオビス(3-メチル-6-t-ブチルフェノール)、2,6-ジ-t-ブチル-4-メチルフェノールなど
が挙げられる。
【００５７】
また、リン系安定剤としては、特に限定されるわけではないが、ホスファイト類、たとえ
ばトリデシルホスファイト、トリスノニルフェニルホスファイト、トリス２，４－ジ－ｔ
－ブチルフェニルホスファイト、テトラキス２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル－４，４'
－ビフェニレン－ジ－ホスファイトなど]およびヒドラジン類（Ｎ－サリチロイル－Ｎ'－
アルデヒドヒドラジンなど）などが例示できる。
【００５８】
イオウ系安定剤としては、特に限定されるわけではないが、たとえば、ラウリルステアリ
ルチオジプロピオネート、ジラウリル－３，３´－チオジプロピオネート、ジミリスチル
－３，３´－チオジプロピオネート、ジステアリル－３，３´－チオジプロピオネート、
ペンタエリスリトールテトラキス（３－ラウリルチオプロピオネート）などを例示できる
。
【００５９】
また、酸化防止剤として市販されているものを用いることもでき、具体的にはたとえば、
チバガイギー製ヒンダードフェノールタイプのＩＲＧＡＮＯＸ２４５、ＩＲＧＡＮＯＸ２
５９、ＩＲＧＡＮＯＸ１０１０、ＩＲＧＡＮＯＸ１０３５あるいは、城北化学工業製リン
系化合物ＪＰ３１０、ＪＰ３３３Ｅ等が挙げられるが、もちろんこれらに何ら限定される
ものではない。
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【００６０】
これらの酸化防止剤は紫外線吸収剤と併用しても何ら本発明の効果を損なうものではない
。
（多機能安定剤）
その他、紫外線吸収剤に代えて多機能安定剤を使用することもできる。多機能安定剤とは
たとえば、紫外線吸収機能と酸化防止機能の両機能を併せ持った安定剤であり、具体的に
は、たとえば、ベンゾトリアゾリル－アルキルビスフェノール化合物を好ましく例示でき
る。
【００６１】
（その他助剤）
その他助剤として、必要に応じて従来公知の難燃剤、顔料等を使用できる。
[軟質ポリウレタンフォームの製造方法]
軟質ポリウレタンフォームは、ポリオール、上記のような脂環族ポリイソシアネート、発
泡剤、必要に応じてその他の成分を用いて発泡、硬化させることによって製造される。そ
の他の成分としては、たとえば架橋剤、シリコーン界面活性剤、触媒、その他添加剤（難
燃剤、顔料、紫外線吸収剤、酸化防止剤等）等を用いて発泡、硬化させることによって製
造される。
【００６２】
有機ポリイソシアネートとポリオールとは、発泡直前で混合することが好ましい。その他
の成分は必要に応じてポリオールと予め混合することが一般的であり、それら混合物は混
合後直ちに使用しても、貯留し必要量を適宜使用してもよい。その他の成分の混合は必要
に応じて適宜その混合の組み合わせ、混合順序、混合後の貯留時間等を決定することがで
きる。
【００６３】
このような混合物のうちポリオールとその他の成分の混合物、即ちポリオールと化学発泡
剤、触媒等、必要に応じて架橋剤、触媒、シリコーン界面活性剤、その他添加剤を混合し
たものをレジンプレミックスと呼称することがある。これらの組成は必要とされる軟質ポ
リウレタンフォームの品質によって適宜設定することができる。このレジンプレミックス
は上記のような脂環族ポリイソシアネートと反応させる。
【００６４】
使用するレジンプレミックスの粘度は、発泡機での混合性、フォームの成形性の観点から
2500mPa・s/25℃以下であることが好ましい。
混合方法はダイナミックミキシング、スタティックミキシングいずれでも良く、また両者
を併用してもよい。ダイナミックミキシングによる混合方法としては攪拌翼等により混合
する方法が挙げられる。またスタティックミキシングによる混合方法としては発泡機のマ
シンヘッド混合室内で混合を行う方法やスタティックミキサー等を用いて送液配管内で混
合を行う方法等が挙げられる。発泡直前で行なわれる混合や物理発泡剤等のガス状成分と
液状成分の混合は、スタティックミキシングで実施され、一方貯留可能成分同士の混合は
ダイナミックミキシングで実施される。
【００６５】
混合温度、圧力は目的の軟質ポリウレタンフォームの品質、原料の種類や組成によって必
要に応じて任意に設定することができる。
[軟質ポリウレタンフォーム]
本発明で得られる軟質ポリウレタンフォームは、残留湿熱歪みが小さく、しかも難黄変性
をも兼ね備えている。
【００６６】
すなわち本発明で得られる軟質ポリウレタンフォームは、５０℃、相対湿度９５％の条件
下で５０％圧縮を２２時間行なった後の残留歪み率（ウエット・セット）の値が３０％以
下好ましくは２５％以下である。
またこの軟質ポリウタレンフォームは、サンシャインウェザーメータ（スガ試験機（株）
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社製　ＷＥＬ－ＳＵＮ－ＨＣ）を用いて、水散布せずに、試料表面温度が６０～６３℃で
２４時間にわたって太陽光線全波長域の光照射を行なった後に、ハンター色差計で測定し
た色相変化（△Ｅ）の値が２０以下好ましくは１７以下さらに好ましくは１５以下である
。このような色相変化は目視によって評価することもできる。
【００６７】
さらにこの軟質ポリウレタンフォームは、耐劣化性にも優れている。
本発明で得られる軟質ポリウレタンフォームは、靴や衣料等の優れた耐光性を要する用途
に幅広く用いらうる無黄変または難黄変軟質ポリウレタンフォームである。具体的にはた
とえば、肩パッド等の衣料用パッド、ブラジャーパッド等の下着用のパッド、その他衣料
の飾りに用いられるパッド類に好適であり、また靴の内部、外部に使用されるクッション
材としてのパッド類等に好適である。このような衣料用または靴用に用いられるフォーム
は、その使用時、または洗濯乾燥時等において太陽光等にさらされるため、難黄変性や無
黄変性が要求される。
【００６８】
【実施例】
以下、本発明について実施例を挙げてさらに具体的に説明する。但し、本発明はこれらの
実施例等によって何等制限されるものではない。
使用したポリオール、有機ポリイソシアネート、触媒は表４に記載した。
（実施例１）
ポリオールＡ１００ｇを量り取り、架橋剤のトリエタノールアミン（ＴＥＯＡ）を１．５
ｇ、水３.０ｇ、触媒Ｂ０.２５ｇ、触媒Ｄ０．７ｇ、シリコーン界面活性剤Ｌ－５８０（
日本ユニカー社製）１．０ｇを混合し、ノルボルネンジイソシアネート（ＮＢＤI）４８
．１ｇと混合し、３リットルＰＰ製カップに反応混合液を注入し、そのまま発泡硬化させ
た。ＮＢＤＩと混合を開始した時間から、フォーム表面からガスが抜けるまでの時間をラ
イズタイムと呼び、この長さを反応性の指標とした。得られた軟質ポリウレタンフォーム
は２日後に切断し、セル状態を観察し、コアの密度を測定し、Ｗｅｔ Ｓｅｔ（５０℃、
相対湿度９５％の条件下に５０％圧縮を２２時間行った後の残留歪み率）の測定を行った
。セル状態の良好な、密度２９．２ｋｇ／ｍ3のフォームが得られ、ウエットセット（Wet
 Set）は７．３％と極めて良好な値を示した。また、黄変性はサンシャインウエザーメー
ターを用い、水散布無し、試料表面温度６０～６３℃で２４時間太陽光線全波長域の光照
射を行い、目視により評価した。この時、本実施例では黄変は全く見られなかった。また
劣化性は黄変性を評価したサンプルを擦ったときの触感でぼろぼろ感を評価したが、光未
照射のサンプルと比較して表面がややぼろぼろと崩れるような感触があり、僅かにぼろぼ
ろ感が感じられた。
【００６９】
　結果を表１に示す。
【００７０】
結果を表１に示す。
（実施例３～５）
実施例３では、ＮＢＤＩのヌレート変性体を使用し、実施例１と同様の操作でフォームを
製造し、評価したが、ウエットセットは極めて良好で、黄変は見られず、黄変性の極めて
良好なフォームが得られた。実施例４、５では、ＮＢＤＩウレタン変性体を使用し実施例
１と同様の操作でフォームを製造し、評価したが、ウエットセットが多少悪化する他は実
施例１と同様黄変は見られず、黄変性が極めて良好なフォームが得られた。但し、ＮＢＤ
Ｉウレタン変性体を用いた場合、ライズタイムが多少遅延する傾向が見られた。
【００７１】
　結果を表１に示す。
（実施例６～８、参考例９）実施例６では、ＮＢＤＩおよびＩＰＤＩを表１に示す量で含
む有機ポリイソシアネートを用い、実施例１と同様の操作でフォームを製造し、評価した
。ウエットセットが多少悪化するが、黄変は見られず、黄変性の極めて良好なフォームが
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得られた。実施例７では、ＮＢＤＩおよびＴＤＩを表１に示す量で含む有機ポリイソシア
ネートを用いた。極僅かな黄変が見られたが、劣化性の改善された、ウエットセットの極
めて良好なフォームが得られた。さらに実施例８では、ＮＢＤＩ、ＴＤＩおよびＩＰＤＩ
を表１に示す量で含む有機ポリイソシアネートを用いたが、全く黄変の見られない、劣化
性にも優れ、ウエットセットも極めて良好なフォームが得られた。参考例９では、ポリオ
ールＣ（末端にエチレンオキサイドを付加していないポリオール）を用いて発泡を行った
が、黄変性、劣化性は問題が無いが、ライズタイムが３５０sec.であり反応性が極めて遅
くなることから、硬化時間短縮には末端にエチレンオキサイドを付加したポリオールの方
が好ましいことがわかる。
【００７２】
結果を表１に示す。
（比較例１～４）
比較例１では、ＩＰＤＩを用いて発泡を行った。黄変性、劣化性はＮＢＤＩを用いたフォ
ームと同等であったが、ウエットセットの値は４８％であり、残留歪み特性が極めて悪い
ものであった。比較例２では、ＴＤＩを用いて発泡を行ったが、光照射により、激しい黄
変が観測された。比較例３では、ＴＤＩおよびＮＢＤＩを表１に示す量で含む有機ポリイ
ソシアネートを用いて発泡を行ったが、やはり激しい黄変が見られた。比較例４ではＮＢ
ＤＩ、ＩＰＤＩを表１に示す量で含む有機ポリイソシアネートを用い、フォームを製造し
たが、Wet Setの値が３４．５％であり、実用に適さない。
【００７３】
結果を表１に示す。
（実施例１０～１２）
実施例１のフォームに紫外線吸収剤サノールＬＳ－７７０（三共製）を添加した実施例を
実施例９～１２に示した。紫外線吸収剤を５００ｐｐｍ添加すると、耐劣化性が改善され
、１００００ｐｐｍ添加で劣化性評価における表面のぼろぼろ感の全くないフォームが得
られる。５００００ｐｐｍ添加しても、特に他物性等に対する悪影響は見られず、劣化性
改善のため、紫外線吸収剤をポリオールに対して５０～１０００００ｐｐｍ添加して使用
することが好ましいことがわかる。
【００７４】
　結果を表２に示す。
（実施例１３～１５、１７、参考例１６、１８、１９）実施例１３～１５は、炭酸カリウ
ム、酢酸カリウム、オクチル酸カリウム等の無機・有機酸カリウム塩触媒とアミン触媒の
組み合わせた例であるが、表３からわかるように何れもセル状態は良好である。参考例１
６は、無機・有機酸カリウム塩触媒を使用しない例である。この場合もフォームは得られ
るがセルが荒いものとなっており、無機・有機酸カリウム塩触媒を使用することがより好
ましいことがわかる。実施例１７は無機・有機酸カリウム塩触媒の使用量を減じた例であ
るが、ポリオール１００重量部に対して０．０５重量部まで減じるとセルが荒くなった。
また、参考例１８、１９は無機・有機酸カリウム塩触媒単独触媒の例であるが、やはりセ
ルがやや荒いものとなっており、細かなセル状態のフォームを得るためには炭酸カリウム
、酢酸カリウム、オクチル酸カリウム等の無機・有機酸カリウム塩触媒とアミン触媒の組
み合わせを用いることが好ましいことがわかる。
【００７５】
結果を表３に示す。
【００７６】
【発明の効果】
本発明により、耐黄変性に優れまたは実質的に無黄変で軟質ポリウレタンフォームが得ら
れる。その上湿熱残留歪みが小さく、衣料や靴用途に好適な軟質ポリウレタンフォームが
得られる。特にウエットセットの値が極めて良好な軟質ポリウレタンフォームが得られた
。多環式脂環族ポリイソシアネートを用いることにより、耐黄変性に優れまたは実質的に
無黄変の軟質ポリウレタンフォームを効率的に製造することができる。
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【００７７】
また、特定のポリオールの使用や、紫外線吸収剤の使用により、生産性、耐劣化性に優れ
た無黄変、難黄変軟質ポリウレタンフォームが得られた。さらに特定の触媒を使用するこ
とにより、セル状態の良好な無黄変、難黄変軟質ポリウレタンフォームが得られた。
【００７８】
【表１】

【００７９】
【表２】
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【００８０】
【表３】

【００８１】
【表４】
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